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－ニア・イズ・ベターのさらなる徹底－（区政編） 

【改革の柱２】区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進 

 

柱2-Ⅰ-ア 区ＣＭ制度の趣旨に即した運用の徹底 

 

30 年度目標の達成状況 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 

元年度目標 
（設定・変更） 

①-１ 区ＣＭ制度について適切に理解してい
る関係職員の割合 

ｅラーニングのテストに全問正解した関係職
員の割合 

29 年度 30％ 
30 年度 30％ 
元年度 30％ 
※ただし、元年度の目標値は、30 年度の結果

を踏まえて再検討する。 

17.3％ 未達成 変更なし 
 
（理由） 
30 年度目標には到達してい
ないが、元年度目標の達成に
向けて引き続き取り組んで
いくため。 

①-２ 区内の基礎自治行政について区ＣＭの
意向を反映した事業が実施できていると考
える区長（区ＣＭ）の割合 

29 年度 85％ 
30 年度 100％ 
元年度 100％ 

95.8％ 未達成 変更なし 
 
（理由） 
30 年度目標には到達してい
ないが、元年度目標の達成に
向けて引き続き取り組んで
いくため。 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 30 年度の主な取組実績 課題 元年度の取組内容 

①区ＣＭ制度の趣旨に即
した運用の徹底に向け
た職員の意識啓発 

・30 年度のｅラーニング
実施前に、29 年度に誤
りの多かった内容につ
いて関係所属に対し、
制度の再周知を図る。 

・ｅラーニングを実施す
る。 

・30 年度のｅラーニング
の実施結果を踏まえ
て、制度の再周知を行
い、職員の理解度向上
を図る。 

・区長会議人事・財政部会
において、誤りの多
かった設問について分
析した上で、それを踏
まえた制度の周知徹底
を行い職員の理解度向
上を図る。 

・区長会議人事・財政部会におい
て、29 年度の区ＣＭ制度運用
上生じた課題を踏まえ、実務
者用マニュアルを改訂し、周
知を図った。 

・29 年度の設問内容に、制度の
運用手法等の内容を追加し、
区ＣＭ事業に関わる職員に対
して、ｅラーニングを実施し
た。（対象者 589 人に対し実施
者 589 人（実施率 100％）。平
均点は、10 点満点中 6.9 点。） 

・区ＣＭの部下である局の職員
を対象に、予算編成作業に活
用できるように、区ＣＭ制度
運用セルフチェックシートを
作成した。 

・区ＣＭ事業所管局対象の区Ｃ
Ｍ制度の運用にかかる意見交
換会を開催し、理解の促進に
取り組んだ。（開催回数１回） 

・「区ＣＭ事業におけるＰＤＣＡ
サイクルに関する運用ガイド
ライン」を策定した。 

 

・目標達成に向
け、29 年度・
30 年度に実
施してきたｅ 
ラーニングに
おいて誤りの
多かった内容
等について、
あらためて区
ＣＭ  制度の
趣旨・内容の
周知徹底を行
う 必 要 が あ
る。 

・区ＣＭに対し
て、区ＣＭと
しての役割に
ついてあらた
めて徹底を図
る 必 要 が あ
る。 

・元年度のｅラーニング
実施前に、29 年度 30
年度に誤りの多かった
内容等について関係所
属に対して制度の再周
知を図り、職員の理解
促進とともに区ＣＭ制
度の趣旨・内容につい
ての徹底を図る。（通
年） 

・ｅラーニングを実施す
る。（通年） 

・元年度のｅラーニング
の実施結果を踏まえ
て、制度の再周知を行
い、職員の理解度のさ
らなる向上や区ＣＭ制
度の趣旨・内容のより
一層の徹底を図る。（通
年） 
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柱2-Ⅰ-イ 「ニア・イズ・ベター」に基づく分権型教育行政の効果的な推進 

 

30 年度目標の達成状況 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 

元年度目標 
（設定・変更等） 

①-１ 委員を務め
る学校において、
学校の実情に応
じた教育が行わ
れ教育内容がよ
り充実したと感
じる小・中学校の
学校協議会委員
の割合 

 
30 年度 30％ 
元年度 40％ 

24 区中 24 区で目標値を上回った。 
 

達成 全区において、元年度目標を上
方修正する。 

枠線あり：目標修正区 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（理由） 
30 年度実績が元年度目標を上
回ったため。 
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目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 

元年度目標 
（設定・変更等） 

①-２ 区内にお
いて、学校、地域
の実情に応じた
教育が行われた
と感じる「保護
者・区民等の参
画 の た め の 会
議」の委員の割
合 

 
30 年度 30％ 
元年度 40％ 
 

24 区中 23 区で目標値を上回った。 
 
 

未達成 
生野区が未
達成 

30 年度目標の全区達成には至
らなかったが、22 区において元
年度目標を上方修正する。 

枠線あり：目標修正区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（理由） 
北区、都島区、福島区、此花区、
中央区、西区、港区、天王寺区、
浪速区、西淀川区、淀川区、東
淀川区、東成区、旭区、城東区、
鶴見区、阿倍野区、住之江区、
住吉区、東住吉区、平野区、西
成区について、30 年度実績が元
年度目標を上回ったため。 
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取組の実施状況 

30 年度の取組内容 30 年度の主な取組実績 課題 元年度の取組内容 
①分権型教育行政に関わ

る制度、役割などの明確
化・職員、校長への分権
型教育行政についての
理解促進 

・29 年度の取組実績に基
づき、各区において区
の実情に応じた取組を
実施する。 

・学校協議会への支援や、
区教育行政連絡会、「保
護者・区民等の参画の
ための会議」等の充実
にかかる取組などを実
施する。 

・区の実情に応じ「保護
者・区民等の参画のた
めの会議」などを通じ
て保護者・区民等の意
見やニーズを把握のう
え計画した、校長経営
戦略支援予算（区担当
教育次長執行枠）など
を活用する取組を実施
する。 

・分権型教育行政の制度、
役割などの明確化につ
いて、区長会議こども・
教育部会の分権型教育
行政検討小委員会にお
いて整理を図る。 

・教育委員会事務局職員
に対して理解促進を図
る。 

・概ね計画どおり各区におい
て実情に応じた取組を実
施した。 

・学校協議会への支援や、区
教育行政連絡会、「保護者・
区民等の参画のための会
議」等の充実にかかる取組
を、計画に基づき実施した
が、一部の区において、目
標の開催回数に達しない
等、計画通りにいかない取
組もあった。 

・「保護者・区民等の参画のた
めの会議」などを通じて、
保護者・区民等の意見や
ニーズを把握のうえ計画
した各区の実情に応じた
取組を計画に基づき実施
した。 

・分権型教育行政の制度、役
割などの明確化について
は、区長会議こども・教育
部会の「分権型教育行政検
討小委員会」を、15 回開催
し、整理を進めるととも
に、その検討内容を取りま
とめた「議論まとめ（案）」
を作成した。 

・教育委員会事務局内で、「議
論まとめ（案）」の周知を
行った。 

・区の実情に応
じた取組や学
校協議会等の
支援等の取組
等の推進によ
り、ほとんど
の区において
目標は達成で
きているもの
の、さらなる
理解促進に向
けた取組を進
めていく必要
がある。 

 

・30 年度の取組実績に基づ
き、学校協議会への支援
や、区教育行政連絡会、
「保護者・区民等の参画
のための会議」等の充実
にかかる取組などを実施
するとともに、保護者・区
民等の意見やニーズを反
映した校長経営戦略支援
予算（区担当教育次長執
行枠）などを活用する取
組も実施する。（通年） 

・分権型教育行政の制度、役
割などの明確化等につい
て、整理を図り、職員等の
理解促進を図る。（通年） 

 

 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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柱2-Ⅱ-ア 複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルール化 

 

30 年度目標の達成状況 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 

元年度の目標 
（設定・変更） 

①29 年度 複数区による区ＣＭ事業の実施のための
ルール化 
複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルールが
有効に機能していると思う区長（区ＣＭ）の割合 

30 年度 80％ 
元年度 100％ 

100％ 達成 
 

変更なし 
 
（理由） 
予定通りに取組が進
捗しているため。 

取組の実施状況 
30 年度の取組内容 30 年度の主な取組実績 課題 元年度の取組内容 

①複数区による区ＣＭ事業の
実施のためのルール化 

・複数区による区ＣＭ事業
の実施に向け、ルール（プ
ロセス）を運用する。 

・複数区による区ＣＭ事業
の実施に向け、ルール（プ
ロセス）に基づき、関係所
属間で調整する。 

・区長会議人事・財政部会に
おいて、調整が必要な事
業を把握するルール（プ
ロセス）運用した。 

・元年度における複数区単
位での事業実施に向けて
関係所属間で調整した。 

 

― ・複数区による区ＣＭ事業
の実施に向け、ルール
（プロセス）を運用す
る。（通年） 

 

柱 2-Ⅱ-イ 共通して取り組むことでより効果の上がる取組の全市展開 

 

30 年度目標の達成状況 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 

元年度目標 
（設定・変更） 

①29 年度 共通して取り組むことでより効果の上
がる事業を選定するためのルール化 
共通して取り組むことでより効果の上がる事業
を選定するルールが有効に機能していると思う
区長（区ＣＭ）の割合 

30 年度 80％ 
元年度 100％ 

100％ 達成 変更なし 
 
（理由） 
予定通りに取組が進
捗しているため。 

取組の実施状況 
30 年度の取組内容 30 年度の主な取組実績 課題 元年度の取組内容 

①事業選定の際のルール化及び各
区の検討・実施状況や実施しな
い理由の見える化 

・該当する事業の選定について、
ルール（プロセス）を運用する。 

・ルール（プロセス）に基づき区
長会議が選定した事業を実施
しない区について、その理由を
公表する。 

・区長会議人事・財政部会
において、ルール（プロ
セス）に基づき、該当す
る取組を選定し、各区に
おける検討結果等を市
ホームページで公表し
た。 

 

― ・該当する事業の選定につ
いて、ルール（プロセス）
を運用する。（通年） 

・ルール（プロセス）に基づ
き区長会議が選定した事
業を実施しない区につい
て、その理由を公表する。
（通年） 
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柱2-Ⅱ-ウ 区長会議の運営についてのさらなる改善 

 

30 年度目標の達成状況 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 

元年度目標 
（設定・変更） 

①-１ 区長会議の決定事項が順調に進捗して
いると感じる区長（区ＣＭ）の割合 

29 年度 90％ 
30 年度 100％ 
元年度 100％ 

100％ 達成 変更なし 
 
（理由） 
予定通りに取組が進捗
しているため。 

①-２ 区長会議の議事内容が適切に発信され
ていると感じる区長（区ＣＭ）の割合 

29 年度 90％ 
30 年度 100％ 
元年度 100％ 

100％ 達成 変更なし 
 
（理由） 
予定通りに取組が進捗
しているため。 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 30 年度の主な取組実績 課題 元年度の取組内容 

①区長会議での決定事項
の進捗管理や情報発信
の強化 

・議事概要を作成する際
に、案件概要や関連
ホームページの明記を
することにより、市民
にとってわかりやすい
記載とする。 

・区長会議議事概要の掲
載ページのリンクを各
区のホームページ等に
掲載するなど、市民に
対する区長会議の見え
る化を促進する。 

・議事概要作成の際に
は、案件概要の記載、関
連するホームページア
ドレスを記載し、より
わかりやすくなるよう
にした。 

・区長会議の見える化を
促進するため、各区
ホームページに区長会
議議事概要の掲載ペー
ジのリンクを設けた。 

 

― ・引き続き、区長会議の決定事項
について情報発信する。（通年） 

 

  



79 

柱2-Ⅲ-ア 区における住民主体の自治の実現 

 

30 年度目標の達成状況 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 

元年度目標 
（設定・変更） 

①-１ 区政会議において、

各委員からの意見や要

望、評価について、十分

に区役所や委員との間

で意見交換が行われて

いると感じている区政

会議の委員の割合 

29 年度 60％ 
30 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
元年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

24 区中 17 区で目標値を上回っ
た。 
 
上段：目標、下段：実績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

未達成 
 

都島区、此花
区、東淀川
区、生野区、
旭区、鶴見
区、阿倍野区
の７区が未
達成 

30 年度目標の全区達成には
至らなかったが、16 区にお
いて元年度目標を上方修正
する。 

枠線あり：目標修正区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（理由） 
北区、福島区、中央区、西区、
港区、大正区、浪速区、西淀
川区、淀川区、東成区、城東
区、住之江区、住吉区、東住
吉区、平野区、西成区につい
て、30 年度実績が元年度目
標を上回ったため。 
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目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 

元年度目標 
（設定・変更） 

①-２ 区政会議におい
て、各委員からの意見や
要望、評価について、適
切なフィードバックが
行われたと感じる区政
会議の委員の割合 

29 年度 60％ 
30 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
元年度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

24 区中 18 区で目標値以上と
なった。 
 

上段：目標、下段：実績 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

未達成 
 

都島区、此花
区、浪速区、
生野区、旭
区、鶴見区の
６区が未達
成 

30 年度目標の全区達成には
至らなかったが、14 区にお
いて元年度目標を上方修正
する。 

枠線あり：目標修正区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（理由） 
北区、福島区、西区、港区、
大正区、天王寺区、西淀川区、
淀川区、東淀川区、東成区、
住之江区、東住吉区、平野区、
西成区について、30 年度実
績が元年度目標を上回った
ため。 
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目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 

元年度目標 
（設定・変更） 

②地域活動協議会からの
推薦を受けた区政会議
の委員を選定している
区の数 

29 年度 20 区 
30 年度 24 区 
元年度 24 区 

24 区 達成 変更なし 
 
（理由） 
予定通りに取組が進捗して
いるため。 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 30 年度の主な取組実績 課題 元年度の取組内容 

①区政会議の運営につい
ての効果的なＰＤＣＡ
の実施 

・各区において、区政会議
委員に対してアンケー
トを実施し、把握した
課題に基づき、区政会
議運営の改善に取り組
む。 

・区政運営に関する区の
取組について、委員か
ら４段階で評価を受け
て点数化し、各委員の
評価を平均して公表す
る。 

・会議の場で、委員からの
意見への対応状況につ
いて明示し、説明する。 

・各区において、区政会議委
員に対し、現状の区政会
議運営の課題を明らかに
するためのアンケートを
実施した。 

・各区において、区の取組に
ついて委員から評価を受
け、各委員の評価を平均
して公表した。  

・各区において、区の自己評
価に対する区政会議委員
からの意見に加え直接評
価を受け、また、委員から
の意見に対するフィード
バックを行うなど、区政
会議運営の改善に向けた
取組を推進した。 

 

・各区において
引き続き、区
政会議委員に
対して実施し
たアンケ―ト
結果により把
握した会議運
営上の課題に
かかる改善を
図る必要があ
る。 

 

・各区において、引き続き、区
政会議委員に対するアン
ケートにより把握した課題
に基づき、区政会議運営の
改善に取り組む。（通年） 

・区政運営に関する区の取組
について、委員から４段階
で評価を受けて点数化し、
各委員の評価を平均して公
表する。（通年） 

・会議の場で、委員からの意
見への対応状況について明
示し、説明する。（通年） 

 

②区政会議と地域活動協
議会との連携 

・各区において、地域活動
協議会からの推薦を受
けた委員が選定されて
いる状態を維持する。 

・各区において、地域活動協
議会からの推薦を受けた
委員が選定されている状
態を維持した。 

 

・各区において、引き続き、地
域活動協議会からの推薦を
受けた委員が選定されてい
る状態を維持する。（通年） 

 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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柱2-Ⅲ-イ 多様な区民の意見やニーズの的確な把握 

 

30 年度目標の達成状況 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 

元年度目標 
（設定・変更） 

①区役所が、様々な機会を

通じて区民の意見や

ニーズを把握している

と感じる区民の割合 

29 年度 35％ 
30 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
元年度 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

24 区中 13 区で目標値を上回っ
た。 
 

上段：目標、下段：実績 

 

未達成 
北区、福島
区、港区、大
正区、西淀川
区、鶴見区、
阿倍野区、住
吉区、東住吉
区、平野区、
西成区の 11
区が未達成 

30 年度目標の全区達成には
至らなかったが、10 区にお
いて元年度目標を上方修正
する。 

枠線あり：目標修正区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（理由） 
都島区、此花区、中央区、天
王寺区、浪速区、淀川区、東
成区、生野区、城東区、住之
江区について、30 年度実績
が元年度目標を上回ったた
め。 
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取組の実施状況 

30 年度の取組内容 30 年度の主な取組実績 課題 元年度の取組内容 

①意見やニーズの把握手
法の多角化 

・各区において、他区の取
組等を踏まえながら、
区の実情に応じて、区
民意見・ニーズの把握
手法の多角化に取り組
む。 

・各区において、ＳＮＳ等
を活用した意見・ニー
ズ把握に向け、実施手
法や想定される課題へ
の対応等を検討する。 

・各区において、区民アン
ケートや意見箱の設置
などの区の実情に応じ
た取組を実施した。 

・６区でＳＮＳを活用し
た取組を実施した。 

・ＳＮＳ活用にかかる未
実施区では、「区民か否
か」をはじめとする回
答者の属性が区分でき
ない等ＳＮＳの特性を
踏まえたうえで、地域
の特性や区の実情に照
らしてＳＮＳの活用に
適したテーマを設定す
るといった課題の検
討・整理に時間を要し
たため、ＳＮＳを活用
した意見・ニーズ把握
の取組の実施に至らな
かった。 

・区長会議人事・財政部会
において、ＳＮＳ等を
活用した区民の意見・
ニーズの把握にかかる
他都市事例を収集し、
区間での情報共有や、
担当者間での意見交換
を実施した。 

 

・これまで以上
に効果的な取
組の方向性を
求めて、ＳＮ
Ｓ等の活用の
実施状況や区
民アンケート
結果等につい
て分析・掘下
げを行う必要
がある。 

・各区において、区民アンケー
トの分析結果や他区の取組
等を踏まえながら、区の実情
に応じて、多様な区民の意
見・ニーズをこれまで以上に
的確に把握するためのより
効果的な取組を進める。（通
年） 

 

 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 


